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決算関係書類作成の留意点
　多くの組合では、３月末で決算期を迎えます。組合に必要な決算関係書類には、「財産目録」、
「貸借対照表」、「損益計算書」、「剰余金処分案又は損失処理案」があり、中協法施行規則において、
それぞれ表示しなければならない項目が具体的に定められています。
　そこで、本稿では、作成に係る主な留意点を紹介します。決算関係書類の様式は、本会ホー
ムページに掲載しており、書式のダウンロードも可能ですのでご活用ください。
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固
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○
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₉₆
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余
金
処
分
案
又
は
損
失
処
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規
則
第
１
０
６
条
〜
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　当期未処分損益金額と組合積立金の取崩額の合計額が０を超える場合であって、かつ、剰余
金の処分がある場合は、剰余金処分案を作成し、それ以外は、損失処理案を作成します。

《剰余金処分案になるケース》
Ⅰ 当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金）

A B C D

　１�当期純利益金額�or�純損失金額 ▲10,000 ▲15,000 10,000 ▲3,000
　２�前期繰越剰余金�or�損失金 10,500 10,000 ▲15,000 ▲2,000

①小計 500 ▲5,000 ▲5,000 ▲5,000
Ⅱ 組合積立金取崩額
　１�特別積立金取崩 0 2,500 2,500 2,500
　２�○○積立金取崩 0 3,000 3,000 3,000

②小計 0 5,500 5,500 5,500
合計（①＋②） 500 500 500 500

※○○積立金の取崩しにより利益準備金の取崩しを要しないケースを想定しています。

《損失処理案になるケース》
Ⅰ 当期未処理損失金

A B C D E F

　１�当期純利益金額�or�純損失金額 ▲10,000 ▲10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
　２�前期繰越剰余金�or�損失金 ▲5,000 8,000 ▲15,000 ▲15,000 ▲10,000 ▲15,000

①小計 ▲15,000 ▲2,000 ▲5,000 ▲5,000 0 ▲5,000
Ⅱ 損失てん補取崩額（組合積立金取崩額）
　１�特別積立金取崩額 0 0 0 2,000 0 2,500
　２�利益準備金取崩額等 0 0 0 2,000 0 2,500

②小計 0 0 0 4,000 0 5,000
合計（①＋②） ▲15,000 ▲2,000 ▲5,000 ▲1,000 0 0

★必要決算整理項目

★任意決算整理項目

※�「解説�中小企業等協同組合会計基準」（全国中小企業団体中央会編）より抜粋

■　剰余金処分案・損失処理案の考え方　■

■　決算整理項目　■

①賦課金などの未収金の計上
②�金融事業貸付利息などのように、重要性のある未収収
益の計上
③期末棚卸商品の計上
④重要性のある貯蔵品の計上
⑤�金融事業支払利息などのように、重要性のある前払費
用の計上
⑥�商品売買を現金主義で処理しているときの売掛金、買
掛金の計上
⑦�当期の費用として処理しなければならない未払金の計
上
⑧�金融事業支払利息などのように、重要性のある未払費
用の計上
⑨�翌期の賦課金が収益計上してあった場合の前受金への
振替え
⑩�金融事業貸付利息などのように、重要性のある前受収
益の計上

⑪１年を超える前払費用、前受収益の計上
⑫�売掛金、貸付金などの債権のうち、貸倒れになってい
るものの貸倒償却

⑬�期末債権に対する税法に定める額の貸倒引当金の繰入
れ

⑭有形固定資産のうち、使用不能のものの除去処理
⑮�有形、無形の減価償却資産の税法に定める額の減価償
却

⑯繰越資産の税法に定める額の償却
⑰退職給与規程に基づいて、退職給与引当金の繰入れ
⑱前期仮受賦課金の全額戻入れ
⑲前期貸倒引当金、賞与引当金の全額戻入れ
⑳�前期以前の退職給与引当金について、退職者が出たと
きの戻入れ

㉑�国庫補助金などがあった場合の取得資産に対する税法
に定める額の圧縮記帳

㉒税抜経理のときの仮受消費税、仮払消費税の精算

①�教育情報事業賦課金収入のうち、税法に定める額の仮
受賦課金の繰入れ
②�預金利息などのうち、重要性に乏しい未収収益の未計上
③消耗品費のうち、重要性に乏しい貯蔵品の未計上
④�事業外支払利息などのうち、重要性に乏しい前払費用
の未計上
⑤�事業外支払利息などのうち、重要性に乏しい未払費用
の未計上

⑥�職員への福利貸付金の利息などのうち、重要性に乏し
い前受収益の未計上

⑦教育情報費用繰越金の戻入れ
⑧特定の資産に対する、税法に定める額の特別償却
⑨税込経理のときの未払消費税、未収消費税の計上
⑩繰延税金資産及び繰延税金負債の計上


